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 会  議  の  経  過  及  び  結  果 

１ 答申 

２ 審議案件 

（１）保険税水準統一に向けた今後のスケジュール等について 

（２）令和８年度戸田市国民健康保険特別会計予算について 

（３）戸田市国保のデータヘルス計画等について 

（４）その他 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

会   長 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

会   長 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

市   長 

 

司会及び開会のあいさつ 

   

○戸田市国民健康保険に関する規則第４条第４項の規定に基づき会議

に必要な定足数（１５名中１４名出席）に足りているため会議が有効

である旨を報告。また、一般の方からの傍聴の申出がなかった旨も併

せて報告 

 

 昨年１２月に市長から「戸田市国保税の税率改正の対応」に関する諮

問を受け、委員それぞれ多様な視点から活発な意見交換を行いながら、

議論を重ねてきた。このたび、取りまとめに至ったため、本日、答申を

させていただく。その後、「保険税水準統一に向けた今後のスケジュール」

や「令和８年度戸田市国民健康保険特別会計予算」、「戸田市国保のデー

タヘルス計画等」について、ご審議いただく。皆様のご協力により有意

義な会議となるようお願いしたい。 

 

戸田市国民健康保険運営協議会から市長への答申に移らせていただ

く。昨年１２月１８日に市長から諮問のあった、保険税水準の統一に向

けた本市の保険税の税率改正に係る対応について、複数回に渡る慎重な

協議を経て、本日、協議会を代表して、会長から市長に対し、答申いた

だく。 

 

【答申書を読み上げ】 

 市長には、現在、国保が抱える課題のほか、国や埼玉県の動向を十分

に勘案していただき、国民皆保険制度の中核を担う国保が将来に渡り、

持続可能なものとなるよう検討いただくようお願いする。 

【市長に答申書を手渡し】 

 

それでは、市長からお礼のあいさつを申し上げる。 

 

本日は、ご多用の中、本協議会にご出席いただき、お礼申し上げる。 
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事 務 局 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

 

会   長 

 

 

 

委   員 

 

会   長 

昨年１２月に諮問させていただいた本市の保険税の税率改正に係る対

応について、丁寧かつ慎重に審議の上、本日、答申書をいただいたこと

を心よりお礼申し上げる。 

国保制度は産業構造の変化等に伴い、厳しい財政状況が続いている中、

国の制度改革により、都道府県が財政運営の主体となった。埼玉県では

県内の保険税水準の統一に向けた方針を策定し、令和９年度に「準統一」、

令和１２年度には「完全統一」を達成する目標を掲げている。令和９年

度の「準統一」が迫っている中、本市でも難しい判断を下す必要がある

ことから、より慎重に検討を重ねていかなければならない。 

今回の答申内容を重く受け止め、今後の税率改正の検討を進めていく

中で、議会を含めて、市民の皆様に対し、真摯な姿勢で、国民皆保険の

中核を担う「国保制度の持続可能性の確保」のほか、「健康の大切さ」な

どについても丁寧に説明していく必要があると考える。 

本協議会の委員の皆様方には、引き続きお力添え賜りたくお願い申し

上げ、お礼の挨拶とさせていただく。 

 

 市長は、公務の都合によりここで退席させていただく。 

 

【市長退席】 

 

 〇被用者保険等保険者代表である公立学校共済組合埼玉支部の安藤委

員が退任され、同支部から新たに茅野委員が推薦され、令和１０年１

月３１日までの任期で委嘱した旨報告 

 

 〇本市の４月１日付の人事異動により、事務局職員の異動があったこ

とから事務局職員を紹介 

 

【部長あいさつ】 

 

○戸田市国民健康保険に関する規則第４条第１項の規定に基づき会長

が議長となる旨報告 

 

それでは、次第に基づき、進行する。 

はじめに、「（１）保険税水準統一に向けた今後のスケジュール等につ

いて」を議題とする。事務局から説明願いたい。 

 

【資料に基づき説明を行う。】 

 

事務局からの説明内容について、ご意見等はあるか。 
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会   長 

 

 

 

事 務 局 

 

会   長 

 

委   員 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

会   長 

 

委   員 

 

会   長 

 

 

 

事 務 局 

 

会   長 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

会   長 

 

 

 

 （特になし） 

 

 特になければ、案件（１）については、以上とする。次に、「（２）令

和８年度戸田市国民健康保険特別会計予算について」を議題とするので、

事務局から説明願いたい。 

 

 【資料に基づき説明を行う。】 

 

 事務局からの説明内容について、ご意見等はあるか 

 

 特定健康診査の受診率が国や県からの補助金に影響していると思う

が、どのような現状にあるのか。 

 

 保険者における医療費適正化に向けた取組への支援を目的として、国

から市に交付される「保険者努力支援交付金」には、特定健康診査の受

診率が前年度に比べ増加している場合に交付対象となる指標があるが、

本市の特定健康診査の受診率は増加傾向にあることから、昨年度も交付

を受けたところである。 

 

他にご意見等はあるか。 

 

（特になし） 

 

特になければ、案件（２）については、以上とする。次に、「（３）戸

田市国保のデータヘルス計画等について」を議題とするので、事務局か

ら説明願いたい。 

 

 【資料に基づき説明を行う。】 

 

事務局からの説明内容について、ご意見等はあるか 

 

特定健康診査の受診勧奨は、保険年金課が実施しているのか。 

 

所管は保険年金課で、委託業務として実施している。 

 

他自治体の成功事例を調査研究するというのは、非常に丁寧な作業で

あると思う。どのようなことが被保険者である市民の受診行動に影響を

与えるかについては、多くのエビデンス（根拠）があるはずで、そうい
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事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

会   長 

 

委   員 

 

 

委   員 

 

 

 

 

会   長 

 

 

 

委   員 

 

 

 

委   員 

 

 

 

 

 

 

委   員 

 

 

 

う部分については、今後共有してほしいと思う。 

 

今年度、実施予定のＡＩを活用した特定健康診査の受診勧奨（例：対

象者の特定健康診査の受診可能性を数値化し、受診勧奨の優先順位を決

定）については、一部の自治体で既に実施しているものを参考とした。

特定健康診査や特定保健指導は、被保険者である市民がどのように感じ、

受診行動に繋がるかが重要であり、４０歳代の若年層の方も含めて、い

かに自分事に思ってもらえるかどうかをテーマに考えていきたいと思

う。 

 

被用者保険等保険者代表の委員は、今の話を聞いてどうか。 

 

我々の組織の取組と似た部分も多いので、今後の参考にさせていただ

きたいと思う。 

 

我々の組織も、特定保健指導の実施率の低さが課題である。特定健康

診査の結果が出てから勧奨を行うのではなく、特定健康診査の実施日に

特定保健指導の対象者を抱え込んでしまうことが効果的だと聞いてい

る。 

 

ソーシャルキャピタルと言って、公衆衛生の観点からは人と人との関

係性が重要視されている。被保険者代表の委員は、例えば近所などのコ

ミュニティで、特定健康診査の話題が上がるようなことはあるか。 

 

国民健康保険の被保険者が自分のコミュニティには少なく、話題が上

がることはない。自分ができることとしては、民生委員の会議の場など

で話題に出して、それが口コミのような形で広がればいいと思う。 

 

普段、特に自覚症状もなく健康に生活している人に対して、きっかけ

をどう作るかが難しいと思う。特定健康診査や特定保健指導について、

受診や実施を通じた体験談を聞くような機会があれば、「私もやってみよ

う」という気持ちにつながるのではないか。健康意識の高い方は健康教

室などに参加してくれるが、健康への関心が低い方へのアプローチが課

題になる。 

 

自分の周りでは、健康に不安を感じ始める世代の方は、特定健康診査

を受診しており、話題にも上る。ただ、特定保健指導については、委託

業者からの電話勧奨があっても、知らない番号からの着信に警戒感を持

つのは仕方ない面があるので、分かりやすい周知が重要だと思う。 
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会   長 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

会   長 

 

 

委   員 

 

 

 

 

 

 

委   員 

 

 

 

 

 

委   員 

 

 

 

 

 

 

会   長 

 

 

 

 

一般的には、地域よりも職場や子どもの学校に関連したコミュニティ

の方が、自分との関係性は近くなりがちである。市としては、ターゲッ

トをどのようなところに置くか、戦略はあるのか。 

 

市としても、各種健康イベントの中で周知啓発を実施しているが、あ

くまで対象は国保の被保険者であるので、参加者の中から、対象者を選

別するのは非常に難しいところがある。広報やホームページを通じた周

知啓発は継続的に実施しており、これからも拡充を考えているが、一定

のコミュニティを意識したターゲティングが行えていないのが実情であ

る。 

 

対象が国保の被保険者に絞られるという中で、公益代表の委員は、何

かヒントをお持ちか。 

 

我々の組織は、地域づくりという点では、後期高齢者になった方の居

場所づくりや生活支援等を担っており、元気体操などを通じた健康づく

りや保健指導を行っている。先ほど、他の委員からも意見があったが、

健康に関心のない方や自信のない方へのプッシュが課題となっているた

め、地域コミュニティの中で参加のきっかけになるような口コミが広が

るような仕組みが大事だと感じた。 

 

民間企業は、社員に対して健康診断を実施する立場にあり、商工会か

らも会員向けに案内を出すことで、健康維持・増進を図っている。また、

自分が属する町会・自治会では、毎週「元気体操」を実施しており、健

康寿命を延ばすという点では、このようなサークル活動は効果的だと思

っている。 

 

私は、年に１回特定健康診査を受けている。特定保健指導の対象にも

なっているが、特定健康診査の結果を医療機関から受け取る際に、特定

保健指導を強く勧められた経験はない。委託業者からの電話勧奨という

ことだが、詐欺が横行しているため、登録されていない電話番号からの

着信に積極的に出る人は少ないはずである。対象者を特定保健指導に上

手く結び付ける工夫が必要だと思う。 

 

受診率向上対策の有効なエビデンス（根拠）の１つとして、学術的に

は「電話」が確かに挙げられてはいるが、現状に合わせたやり方を考慮

する必要はある。それでは、最後に、適正受診・適正服薬という点につ

いて、国民健康保険医・保険薬剤師代表の委員から何かあるか。 
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委   員 

 

 

 

 

 

会   長 

 

委   員 

 

事 務 局 

 

 

会   長 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会    長 

 

 

事  務 局 

 

 

 

我々の組織としては、不適正な受診や服薬の事例の全てを把握できる

訳ではないため、医療機関や薬局に対して、定期的に事例をフィードバ

ックしていただけるような仕組みができると、より早く手を打てるケー

スが必ずあると思う。そのため、そのような事例をもっと共有してほし

いと思っている。 

 

ひと通りご意見をいただいたが、他にはあるか。 

 

（特になし） 

 

事務局として保健師が出席しているので、補足として、専門的な視点

から最後に発言をさせていただきたい。 

 

お願いしたい。 

 

特定健康診査の受診率向上について、ＡＩを用いた通知勧奨は、埼玉

県内でも多くの自治体が実施しており、一定の効果を上げている。「案件

（２）令和８年度戸田市国民健康保険特別会計予算」の中で、委員から

質問のあった特定健康診査の受診率に応じた補助金について、昨年度か

ら「４０歳代・５０歳代の受診率の向上」という項目が増えたところで

ある。なお、受診率向上のためには、構成割合の多い６５歳以上に対す

るアプローチも引き続き、重要であると考えている。 

また、かかりつけ医を持っている方は、特定健康診査の受診を控える

傾向にあるため、医師会等と協力し、特定の疾病の治療だけではなく、

生活習慣病の予防の重要性を呼びかけ、受診率の向上を図っていきたい。 

なお、医療機関等を通じて、対象者に健診結果とともに特定保健指導

のリーフレットを渡している。後日、委託業者から対象者に架電をし、

つながらない方に個別に通知で勧奨する流れを取っている。特定健康診

査や特定保健指導については、他の自治体の成功事例等を参考に、実施

率を向上するための取組を進めていくので、引き続き、色々とご意見を

いただければと思う。 

 

補足をいただいたが、他になければ、最後に「その他」として、事務

局からお願いしたい。 

 

その他として、次回の国民健康保険運営協議会の会議日程について、

８月又は９月中の開催を考えている。日時や議事の詳細については、決

定し次第、早めに通知させていただく。 
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会    長 

 

委    員 

 

会    長 

 

 

事  務 局 

 

 

事務局からの説明内容について、ご意見等はあるか。 

 

（特になし） 

 

特になければ、本日の案件については終了するので、議事進行を事務

局にお返しする。 

 

以上で、令和８年度第１回戸田市国民健康保険運営協議会を終了する。 

 

 









令和8年度

保険税水準統一に向けたスケジュール 資料１－１

2月

3月

第2回 運営協議会（市長から協議会に諮問、答申内容協議）

運営協議会で答申内容の協議

答申に基づき、議会説明、市民周知

令和10年度

令和11年度

令和12年度

4月

4月

R10戸田市標準税率に改正（←R9年11月頃、県がR10標準保険税率公表（秋の試算））

R11戸田市標準税率に改正（←R10年11月頃、県がR11標準保険税率公表（秋の試算））

準 統 一 【 税率改正（R9戸田市標準税率に引上げ）】

完 全 統 一 【税率改正（県内同一の税率）】

令和7年度 12月

5月

8月

11月

12月

4月

4月

第3回 運営協議会（答申内容協議）

第4回 運営協議会（答申内容協議・決定）

第1回 運営協議会（協議会から市長に答申）

第2回 運営協議会【予定】

第3回 運営協議会【予定】（税率改正・条例改正案の協議・決定）

第4回 運営協議会【予定】

1月

3月

4月

令和9年度

保険税条例改正案件を3月議会提出

県がR9標準保険税率公表（秋の試算）



比較
標準保険税率

令和7年度
（令和8年度）

0.35%8.35%8.00%所得割医療分

18,959円50,759円31,800円均等割

1.42%3.02%1.60%所得割後期分

8,752円18,252円9,500円均等割

1.20%2.62%1.42%所得割介護分

6,079円18,579円12,500円均等割

0.27%0.27%0.00%所得割子ども分

1,760円1,760円0円均等割

3.24%14.26%11.02%所得割計

35,550円89,350円53,800円均等割

① 現行税率と標準保険税率の比較

令和7年11月仮算定

比較
標準保険税率

令和7年度
（令和8年度）

0.43%8.43%8.00%所得割医療分

19,437円51,237円31,800円均等割

1.41%3.01%1.60%所得割後期分

8,700円18,200円9,500円均等割

1.21%2.63%1.42%所得割介護分

6,143円18,643円12,500円均等割

0.31%0.31%0.00%所得割子ども分

2,004円2,004円0円均等割

3.36%14.38%11.02%所得割計

36,284円90,084円53,800円均等割

増加額標準保険税率令和7年度世帯構成

（令和8年度）

8,800円21,100円12,300円世帯①（世帯所得 43万円 65歳以上1人世帯）

10,600円26,600円16,000円世帯②（世帯所得 43万円 40歳～64歳1人世帯）

40,900円136,900円96,000円世帯③（世帯所得100万円 65歳以上1人世帯）

53,900円170,400円116,500円世帯④（世帯所得100万円 40歳～64歳1人世帯）

51,200円195,200円144,000円世帯⑤（世帯所得150万円 65歳以上1人世帯）

70,200円241,800円171,600円世帯⑥（世帯所得150万円 40歳～64歳1人世帯）

86,300円313,000円226,700円県モデル世帯①（40代1人世帯 所得200万円）

40,900円136,900円96,000円県モデル世帯②（70代夫婦2人世帯 所得100万円）

181,900円613,900円432,000円県モデル世帯③（40代夫婦と子ども1人の3人世帯 所得300万円）

増加額標準保険税率令和7年度世帯構成

（令和8年度）

9,000円21,300円12,300円世帯①（世帯所得 43万円 65歳以上1人世帯）

10,800円26,800円16,000円世帯②（世帯所得 43万円 40歳～64歳1人世帯）

36,300円124,000円96,000円世帯③（世帯所得100万円 65歳以上1人世帯）※

48,200円153,900円116,500円世帯④（世帯所得100万円 40歳～64歳1人世帯）※

53,100円197,100円144,000円世帯⑤（世帯所得150万円 65歳以上1人世帯）

72,200円243,800円171,600円世帯⑥（世帯所得150万円 40歳～64歳1人世帯）

88,900円315,600円226,700円県モデル世帯①（40代1人世帯 所得200万円）

42,200円138,200円96,000円県モデル世帯②（70代夫婦2人世帯 所得100万円）

186,900円618,900円432,000円県モデル世帯③（40代夫婦と子ども1人の3人世帯 所得300万円）

② モデル世帯における影響額の試算（年額）

令和8年1月本算定

令和7年11月仮算定

令和8年1月本算定

国民健康保険税率 準統一による影響 資料１－２
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議議案案第第２２３３号号  

令令和和８８年年度度戸戸田田市市国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計予予算算  

令令和和８８年年度度戸戸田田市市のの国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるととこころろにによよるる。。  

    （（歳歳入入歳歳出出予予算算））  

  第第１１条条  歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ１１１１，，３３５５９９，，８８２２５５千千円円とと定定めめるる。。  

  ２２  歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表  歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。  

  （（債債務務負負担担行行為為））  

  第第２２条条  地地方方自自治治法法（（昭昭和和２２２２年年法法律律第第６６７７号号））第第２２１１４４条条のの規規定定にによよりり債債務務をを負負担担すするる行行為為ををすするるここととががででききるる事事項項、、期期間間及及びび限限度度額額はは、、  

「「第第２２表表  債債務務負負担担行行為為」」にによよるる。。  

  （（歳歳出出予予算算のの流流用用））  

  第第３３条条  地地方方自自治治法法第第２２２２００条条第第２２項項たただだしし書書のの規規定定にによよりり歳歳出出予予算算のの各各項項のの経経費費のの金金額額をを流流用用すするるここととががででききるる場場合合はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。  

（（１１））保保険険給給付付費費のの各各項項にに計計上上さされれたた予予算算額額にに過過不不足足をを生生じじたた場場合合ににおおけけるる款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各項項のの間間のの流流用用。。

      令令和和８８年年２２月月２２日日提提出出  

      戸戸田田市市長長  菅菅  原原  文文  仁仁  

－ 3 －
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（（１１））保保険険給給付付費費のの各各項項にに計計上上さされれたた予予算算額額にに過過不不足足をを生生じじたた場場合合ににおおけけるる款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各項項のの間間のの流流用用。。

      令令和和８８年年２２月月２２日日提提出出  

      戸戸田田市市長長  菅菅  原原  文文  仁仁  

－ 3 －
－ 3－
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ア 会計年度任用職員 ※（ ）内は短時間勤務職員（外書き）
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比 較 763 1,089 1,852 969 2,821

－ 28 －

（２） 報 酬 及 び 職 員 手 当 等 の 増 減 額 の 明 細
総　括 国

区 分 増  減  額
職員手当等 1,089 １．その他の 1,089 保

　異動等の増減分
　　増減分

ア 会計年度任用職員
区 分 増  減  額
職員手当等 1,089 １．その他の 1,089

　異動等の増減分
　　増減分

増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

 (単位:千円) 
増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

 (単位:千円) 

－ 29 －

－ 28 －

ア 会計年度任用職員 ※（ ）内は短時間勤務職員（外書き）

（単位：千円） 国

職 員 数

（人） 報    酬 給    料 職員手当等 計 保

(     8)

0

(     9)

0

( △ 1)

0

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 管 理 職 手 当 超 過 勤 務 手 当 休 日 給 夜 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当
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比 較 763 1,089 1,852 969 2,821
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－ 29 －－ 29 －
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－ 29 －－ 29 －



左左        のの        財財        源源        内内        訳訳 国国
事事 項項   限限      度度      額額 備備考考

期期 間間 金金 額額 期期 間間 金金 額額 国国県県支支出出金金 繰繰入入金金 そそのの他他
国国民民健健康康保保険険レレセセププトト・・
療療養養費費支支給給申申請請書書点点検検業業
務務
（（令令和和66年年度度））

1122,,885511 令令和和77年年度度 55,,114400
令令和和88年年度度～～
令令和和99年年度度

77,,771111 77,,771111

保保

国国民民健健康康保保険険特特定定保保健健指指
導導業業務務
（（令令和和88年年度度））

11,,227733 令令和和99年年度度 限限度度額額にに同同じじ 限限度度額額にに同同じじ

令令  和和  88  年年  度度  以以  降降  のの

一一般般財財源源
支支    出出    見見    込込    額額 支支      出出      予予      定定      額額 特特        定定        財財        源源

債債務務負負担担行行為為でで令令和和99年年度度以以降降ににわわたたるるももののににつついいててのの令令和和77年年度度末末ままででのの
支支出出額額又又はは支支出出額額のの見見込込みみ及及びび令令和和88年年度度以以降降のの支支出出予予定定額額等等にに関関すするる調調書書

((単単位位::千千円円))
令令 和和 77 年年 度度 末末 まま でで のの

－ 30 －

令令  和和  ８８  年年  度度

戸戸田田市市市市民民医医療療セセンンタターー特特別別会会計計予予算算書書

－ 30 －
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事事 項項   限限      度度      額額 備備考考
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令和８年度当初予算歳入歳出総括表

歳入 歳出 （単位　千円）

⑦諸収入 49,102 ⑦予備費 5,000
合計 11,359,825 合計 11,359,825

⑤繰入金 1,403,520 ⑤基金積立金 40
⑥繰越金 100,000 ⑥諸支出金 94,400

③県支出金 7,308,277 ③国民健康保険事業費納付金 3,791,057
④財産収入 40 ④保健事業費 170,721

①国民健康保険税 2,498,826 ①総務費 89,615
②使用料及び手数料 60 ②保険給付費 7,208,992
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10%

20%

30%

40%
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1

歳 入

0%
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1

歳 出

②保険給付費
7,208,992千円
（63.5％）

③国民健康保険
事業費納付金
3,791,057千円
（33.4％）

①国民健康保険税
2,498,826千円
（22.0％）

③県支出金
7,308,277千円
（64.3％）

⑤繰入金
1,403,250千円
（12.4％）

②使用料及び手数料
④財産収入
⑦諸収入
49,202千円（0.4％）

⑤基金積立金
⑥予備費
99,440千円（0.8％）

①総務費
89,615千円
（0.8％）

④保健事業費
170,721千円（1.5％）

④繰越金
100,000千円（0.9％）
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【当初予算資料概要】 

令和８年度戸田市国民健康保険特別会計当初予算について 

 

１ 歳出 

●総務費 

  国民健康保険事業の運営に関するもので、窓口対応の会計年度任用職員の

報酬や、高額療養費の事務処理手続の簡素化に伴う国保給付システムの改修

業務に係る費用等を計上しています。 

●連合会負担金 

  埼玉県国民健康保険団体連合会に対する会員負担金で、被保険者数に応じ

て負担するものです。 

●保険給付費 

 被保険者の医療費の保険給付分や、出産や死亡等の法定給付の支給等に要

する費用です。保険給付費の種類は、下記のとおりです。 

・療養給付費（被保険者の医療費全般に係る保険者負担分） 

・療養費（あんま・はり・マッサージ等の保険適用分や補装具購入費用等の

保険者負担分） 

・審査支払手数料（レセプト審査や県内市町村の共同作業等を担う埼玉県国
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民健康保険団体連合会への手数料） 

・高額療養費（被保険者が負担した医療費のうち、自己負担限度額を超えた

部分を支給するための経費） 

・高額介護合算療養費（国民健康保険と介護保険の自己負担限度額を合算

し、限度額を超えた部分を支給するための経費） 

・移送費（入院治療における法定の緊急転院等のための経費） 

・出産育児一時金（被保険者が出産した場合に支給する出産育児一時金の経費） 

・葬祭費（被保険者が死亡した際に葬祭執行者に対して支給する葬祭費の経費） 

●国民健康保険事業費納付金 

平成 30年度の国保広域化により国保財政の運営主体が埼玉県になったこと

から、県が負担する県内医療費総額の財源とするために各市町村から県へ納付

するものです。埼玉県全体の医療費総額の見込みを基に、各市町村の被保険者

数、被保険者の所得等により納付金の額が県から示されることになっています。 

なお、国の「こども未来戦略」により児童手当の拡充をはじめとした抜本的

な給付拡充の財源の一部としての「子ども・子育て支援金」を医療保険者が徴

収する仕組みに基づき、新たに「子ども支援金分」を令和８年度から新たに計

上しています。 
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●保健事業費 

保健事業費につきましては、４０歳以上の被保険者を対象とする特定健康診

査及び特定保健指導のほか、がん検診やデータヘルス計画中間評価等に要する

経費です。 

 

２ 歳入 

 

●国民健康保険税 

被保険者の減少傾向等を考慮の上、調定見込額と収納率を推計し、積算し

たものです。なお、子ども支援金分現年課税分は、国の制度改正により令和

８年度から追加されたものです。 

【参考】過去５年の収納状況 

 R2 R3 R4 R5 R6 

収納額 2,710,213 
千円 

2,652,905 
千円 

2,754,530
千円 

2,672,187 
千円 

2,638,537 
千円 

収納率 67.0% 68.2% 71.4% 73.4% 81.9% 

県内順位 63 位 63 位 63 位 63 位 58 位 

 

●使用料及び手数料 

 納税証明等の発行手数料です。 
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●県支出金 

 医療費の保険給付分に相当する額が県から交付される普通交付金と、保健

事業等の保険者努力の実績に応じて交付される特別交付金です。 

●財産収入 

 本市の国民健康保険財政調整基金の運用益です。 

●繰入金 

 低所得者に対する保険税軽減相当額を公費で補填する保険基盤安定制度に

基づく繰入金、未就学児の均等割軽減に係る所要額を国・県が一部負担する

未就学児均等割保険税繰入金、その他歳入不足に対する一般会計からの法定

外繰入金です。なお、いわゆる「赤字」に相当する「その他繰入金」につい

ては、862,555,000円を計上しています。 

●諸収入 

 国民健康保険税に係る延滞金です。 

 



戸田市国保のデータヘルス計画等について

令和８年４月
戸田市保険年金課

資料３



１ 第３期データヘルス計画の基本的事項

「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針」（平成２６年３月厚生労働省告示）におい
て、市町村国保は、健康・医療情報を活用し、PDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業を実
施すべきことが示されており、各保険者は、データヘルス計画を策定した上で、評価・見直しを行いな
がら保健事業を進める必要がある。

計画の趣旨

令和６年度から令和１１年度まで
※中間年である令和８年度に中間見直しを実施

計画期間

2



２ データヘルス計画の中間評価・見直しに係る今後の主なスケジュール等

3

令和８年１２月 国保運営協議会にて中間報告書の内容を審議

令和９年 １月～ パブリック・コメントの実施

令和９年 ３月 第３期データヘルス計画等の中間報告書策定

今後の主なスケジュール

目標の達成状況が想定に達していない場合は、達成できなかった原因や事業の
必要性等を検討する

中間評価・見直しの内容



３ 第３期データヘルス計画の目標

現状値目標指標

男性：１７.１７年
女性：２０.２７年

（令和３年度実績）
延伸６５歳健康寿命

４１,４５５円／年
（令和４年度実績）減少１人当たり

生活習慣病医療費

4



４ 医療・健康情報のデータ分析①

生活習慣病の医療費（令和４年４月～令和５年３月診療分のレセプト分析より）

生活習慣病
20%

生活習慣病以外
80%

医療費全体に占める生活習慣病の割合

糖尿病
23.7%

高血圧性疾患
11.5%

脂質異常症
16.3%

腎不全
27.8%

その他
20.7%

生活習慣病の疾病別医療費の割合

5



５ 医療・健康情報のデータ分析②

戸田市国保の被保険者の生活習慣（令和４年度特定健康診査質問票の状況より）

全体(40歳～74歳)65歳～74歳40歳～64歳
質問項目分類

国同規模県戸田市国同規模県戸田市国同規模県戸田市

35.0%34.9%35.9%37.3%33.4%33.5%33.8%35.8%38.2%38.5%40.2%39.3%２０歳時体重から１０kg以上増加体重増加

15.8%14.2%16.7%18.8%12.3%11.8%12.7%13.9%22.7%20.5%24.7%25.8%週３回以上就寝前夕食
食事

10.4%9.2%10.8%13.8%5.9%5.7%6.1%7.6%19.4%18.5%20.1%22.5%週３回以上朝食を抜く

25.5%24.0%25.4%27.9%25.1%24.2%25.0%28.2%26.4%23.4%26.3%27.6%毎日飲酒
運動

2.8%2.2%2.4%3.1%1.5%1.3%1.2%1.5%5.2%4.3%4.6%5.4%１日飲酒量（３合以上）

13.8%12.2%14.7%16.4%10.4%9.8%10.5%12.6%20.8%18.7%22.9%21.9%喫煙喫煙
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６ 医療・健康情報のデータ分析③

前期高齢者の１人当たり医療費

前期高齢者へ移行する前の年代からの生活習慣の乱れ

若い年代（４０歳頃）からの生活習慣病の発症

前期高齢者の１人当たり医療費が高い状況が継続

若い年代からの正しい生活習慣の獲得が急務

前期高齢者の１人当たり医療費

５７４,６５９円／人
（県内６３市町村中６１位）

【令和４年度実績】
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７ データ分析から見る戸田市国保の健康課題（１）

特定健康診査の受診率が低迷しており、メタボ該当者の割合が多い

・特定健康診査の受診率がコロナ禍前（平成30年度：44.8％）まで戻っていない

・メタボ該当者の割合（令和４年度：22.3％）が県平均（令和４年度：20.6％）を上回る

課題１

8

特定健康診査受診率向上対策／特定保健指導実施率向上対策

特定健康診査や特定保健指導の推進により、生活習慣を見直すきっかけを作り、メタボ該当者の減少
を通じて生活習慣病を予防する。

目標値の一例
特定健康診査受診率 R４（38.4%） R8（45%） R11（60%）



８ データ分析から見る戸田市国保の健康課題（２）

糖尿病ハイリスク者が多く、糖尿病（腎不全）医療費が多い

・糖尿病の１人当たり医療費が増加傾向にある

・透析患者の年間の１人当たり医療費は約５３９万円（令和４年度）。透析患者の７５％が
生活習慣を起因とする疾病により透析に至っている

課題２

9

糖尿病性腎症重症化予防対策

保健指導等により生活習慣を改善し、糖尿病性腎症の進行を防ぎ、血糖コントロール不良者の減少
を通じて糖尿病性腎不全患者と関連医療費を減少する。

目標値の一例
保健指導修了者の割合 R４（81%） R8（90%） R11（90%）



９ データ分析から見る戸田市国保の健康課題（３）

循環器系疾患の医療費が多い

・循環器系疾患の医療費に占める割合が多く、入院関連医療費に占める割合が１位、レセプト
件数が２位となっている（令和４年度実績）

・喫煙する方や毎日飲酒する方、多量飲酒する方の割合が国や県の平均を上回っている

課題３

10

生活習慣病重症化予防対策（高血圧・脂質異常）

医療機関への受診勧奨により生活習慣を見直し、高血圧や脂質異常に伴う生活習慣病の発症や重症化
を予防し、生活習慣病医療費の適正化を図る。

目標値の一例
血圧が保健指導判定値以上の者の割合 R４（50%） R8（減少） R11（減少）



10 データ分析から見る戸田市国保の健康課題（４）

不適切な受診者や服薬を行う方が多い
ジェネリック医薬品の金額シェアが低い

・月平均で、重複受診者が１５名、頻回受診者が７２名、重複服薬者が６１名存在している
（令和４年度実績）

・長期多剤服薬者が約１,２００名（令和５年３月時点）存在している
・ジェネリック医薬品の金額シェアが５６％（令和４年度実績）にとどまっている

課題４

11

適正受診・適正服薬の促進／ジェネリック医薬品使用促進事業
重複受診等について知ってもらい、必要に応じて専門職の相談を受けることで、受診・服薬の適正化を通じて
健康障害（ポリファーマシー）の予防と医療費の適正化を図る。また、引き続きジェネリック医薬品の利用を
促進し、利用率を高める。

目標値の一例
受診行動が改善された者の割合 R４（46.7%） R8（50%） R11（50%）



11 データ分析から見る戸田市国保の健康課題（５）

要介護者が増加しており、要介護認定者に心臓病と高血圧症の罹患者が多い

・介護認定者数と介護給付費が増加傾向にある
・要介護認定者について、心臓病の有病率が最も高く、次いで高血圧症となっている（令和４
年度実績）

課題５

12

地域包括ケア及び高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

関係機関と連携し、介護予防の観点から高齢者の生活習慣病やフレイルの予防を図る。また、後期高
齢者への移行後も継続的に保健事業を実施し、更なる生活習慣病の発症や重症化の予防を図る。

目標値の一例
翌年度特定健康診査の結果で
血圧が低下した者の割合 R４（47.3%） R8（50%） R11（50%）



12 第４期特定健康診査等実施計画の基本的事項

13

計画の趣旨

計画期間

「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、特定健康診査や特定保健指導の実施方法や目標値、取
組内容等を記載したもので、特定健康診査や特定保健指導の効果的・効率的な実施を目的としている。
なお、今回の計画から、第３期データヘルス計画と合冊の上で作成した。

令和６年度から令和１１年度まで
※中間年である令和８年度に中間見直しを実施



13 第４期特定健康診査等実施計画の目標

14

R11R10R9R8R7R6

60％55％50％45％45％40％特定健康診査受診率

60％50％40％30％25％20％特定保健指導実施率

最終年度の目標値は、国が示した数値



14 特定健康診査の受診率の現状

15

特定健康診査の受診率の推移
コロナ禍による受診控え等
を要因として令和２年度に
は受診率が減少した。

令和６年度は４０％を超えた
が、コロナ禍前の平成３０年
度の水準には戻り切れていな
い。



15 特定保健指導の実施率の現状

16

特定保健指導の実施率の推移

業務委託へ切り替えたこと等
により、令和４年度は実施率
が一時的に下がった。

オンライン型やウェアラブル
機器の活用等により保健指導
の実施率が上昇傾向に転じ始
めているが、県平均とは乖離
がある。



16 令和８年度の主な取組

17

特定健康診査の受診率向上対策

AIを活用した受診勧奨の実施

AIを活用して「受診しやすさ」を点数化し、点数が高い
被保険者に対し優先的に勧奨

（勧奨通知の例）
・前回の健診結果から将来の疾病発症確率を掲載
・レセプトを基に、通院先で特定健康診査の受診が可能
である旨を具体的に医療機関名を挙げて明記

特定保健指導の実施率向上対策 現在、他自治体の成功事例を調査研究中


